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高齢者の就業の
現状について

厚生労働省
政策統括官付労働政策担当参事官室

職業安定局雇用政策課

日本の人口の推移

平成29年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○日本の人口は近年減少局面を迎えている。2065年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は
38％台の水準になると推計されている。

人口（万人）

生産年齢
人口割合

51.4%

高齢化率
38.4%

合計特殊
出生率
1.44

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2017 2025 2035 2045 2055 2065

生産年齢人口（15～64歳）割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口60.0%

27.7%

1.43

12,671万人

11,913

3,716

6,875

1,321

8,808

3,381

4,529

898

（出所） 2017年までの人口は総務省「人口推計」（各年10月1日現在）、高齢化率および生産年齢人口割合は2015年までは総務省「国勢調査」、
2017年は総務省「人口推計」、2017年までの合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2018年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・死亡中位推計」- 129-



○ 労働力人口（就業者＋失業者）は2005年以降、概ね横ばいであり、2013年以降は人口が減少する中
でむしろ増加している。全体的な人口減少を、女性や高齢者の社会進出が補っている状態。

労働力人口・就業者数の推移

（備考）総務省「労働力調査」により作成。

労働力人口・就業者数の推移 就業率の推移

5326

6720

5259

6465

5000

6000

7000

1973 80 90 2000 10 17

（万人）

（年）

労働力人口

就業者数

51.5 

67.4 

29.7 

23.0 

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

1973 80 90 2000 10 17

（％）

（年）

65歳以上

女性（15-64歳）

○ 就業者数は、女性（15-64歳）・高齢者（65歳以上）が増加している一方、男性（15-64歳）は1997
年をピークに減少。

○ 正規・非正規別にみると、正規は、男性（15-64歳）は長期的に減少傾向だが、女性は2015年以降、
増加。非正規は、女性・高齢者において増加傾向。

就業者数の推移、正規・非正規別雇用者数の推移

（備考）総務省「労働力調査」により作成。

就業者数の推移 正規雇用者数の推移

3070
3189

1946

2502

242

807

0

500
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3500

4000

1973 80 90 2000 10 17

（万人）

（年）

男性（15-64歳）

女性（15-64歳）

高齢者（65歳以上）

0
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1500
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2500

2002 05 10 15 17

（万人）

（年）

男性（15-64歳）

高齢者（65歳以上）

女性（15-64歳）

非正規雇用者数の推移

0

300

600

900

1200

1500

2002 05 10 15 17

（万人）

（年）

男性（15-64歳）

高齢者（65歳以上）

女性（15-64歳）
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○ 非正規雇用は、平成6年から以降現在まで緩やかに増加（役員を除く雇用者全体の37.3％・平成29年
平均）。なお、直近（平成30年2月現在）では、2,120万人（38.2％） 。

○ 正規雇用は、平成26年までの間に緩やかに減少していたが、平成27年に8年ぶりにプラスに転じ、３
年連続で増加。
※総務省「労働力調査（基本集計）」（平成30年2月分）。なお、月単位の公表は平成25年１月から開始。

正規・非正規別雇用者数の推移

（備考）１．1999年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）、2004年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」により作成。
２．2011の数値、割合は、被災3県の補完推計値を用いて計算した値（平成27年国勢調査基準）。
３．正規雇用労働者：勤め先での呼称が「正規の職員・従業員」である者。

また、非正規雇用労働者：勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者。
４．割合は、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の合計に占める割合。

3,333 3,452 
3,805 3,688 

3,410 
3,375 

(▲35)

3,415 

(+40)

3,449 

(+34)
3,410 

(▲39)

3,395

(▲15)

3,374 

(▲21)

3,355 

(▲19)

3,345 

(▲10)
3,302

(▲43)

3,288 

(▲14)

3,317 

(+29)

3,367

(+50)

3,423

(+56)

604 
817 

971 1,225 
1,564 

1,634 

(+70)

1,678

(+44)

1,735 

(+57)
1,765

(+30)
1,727 

(▲38)

1,763 

(+36)

1,812 

(+49)

1,816 

(+4)

1,910 

(+94)

1,967 

(+57)

1,986 

(+19)

2,023

(+37)

2,036

(+13)
3,936 

4,269 

4,776 
4,913 4,975 5,008 5,092 5,185 5,175 5,124 5,138 5,167 5,161 5,213 5,256 5,303 5,391 5,460 

【15.3%】
【19.1%】

【20.3%】
【24.9%】【31.4%】【32.6%】【33.0%】【33.5%】【34.1%】【33.7%】【34.4%】【35.1%】【35.2%】【36.7%】【37.4%】【37.5%】【37.5%】【37.3%】

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

1985 1989 1994 1999 2004 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 2017

（万人）

非正規雇用労働者の割合 役員を除く雇用者の人数

その他78万人（-3）
【3.8％】

契約社員
291万人

（+4）【14.3％】

パート
997万人

（+9）【49.0％】

アルバイト
417万人

（+2）【20.5％】

派遣社員
134万人（+1）【6.6％】

嘱託
120万人（+1）【5.9％】

非正規

正規

資料出所：2014年実績値は総務省「労働力調査」、2020年及び2030年は（独）労働政策研究・研修機構推計
※推計は、 （独）労働政策研究・研修機構が、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」等を用いて行ったもの
※経済成長と労働参加が適切に進むケース：「日本再興戦略」を踏まえた高成長が実現し、かつ労働市場への参加が進むケース
※経済成長と労働参加が適切に進まないケース：復興需要を見込んで2020年まで一定程度の経済成長率を想定するが、2021年以降は経済成長率はゼロ、かつ労働市場へ
の参加が進まないケース（2014年性・年齢階級別の労働力率固定ケース）

※図中の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しているため、年齢計と内訳の合計は必ずしも一致しない。増減差は表章単位の数値から算出している。

1044 977 1020 888 978

4074 3932 4081
3544 3783

1234 1138 1279
1129

1408

（実績値） 経済成長と労働参加が

適切に進まないケース

経済成長と労働参加が

適切に進むケース

経済成長と労働参加が

適切に進まないケース

経済成長と労働参加が

適切に進むケース

2014年 2020年 2030年

２０３０年までの就業者シミュレーション（男女計）

約２８０万人増

約２４０万人増

約９０万人増

３０歳～
５９歳

１５歳～
２９歳

６０歳
以上

約１５０万人増

約４０万人増

約１４０万人増

６０４６万人
（▲３０５万人）

６３８１万人
（３０万人）

５５６１万人
（▲７９０万人）

６１６９万人
（▲１８２万人）

約３４０万人増 約６１０万人増

６３５１万人

就業者シミュレーション
○ 「経済成長と労働参加が適切に進まないケース」は、2030年の就業者数が▲790万人（2014年比）と
なるが、「経済成長と労働参加が適切に進むケース」では、その場合よりも約610万人増となり、2014
年比で▲182万人にとどまる見込みである。
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女性・高齢者の希望職種
○ 「介護関係職種」では、女性の希望者は比較的多い。一方、「建設・採掘の職業」や「自動車運転
の職業」を希望する女性はほとんどいない。

○ 高齢者では、「建設・採掘の職業」、「自動車運転の職業」や「飲食物調理、接客・給仕の職業」
を希望する者が比較的多い。

求職者分布

（備考）厚生労働省「職業安定業務統計」により作成。常用労働者に限る。

0.1 0.1 

5.6 4.8 

43.8 
45.7 

2.1 
4.2 3.7 

5.2 

18.6 

66.2 

1.5 2.2 
4.4 4.5 

28.9 

58.5 

0

10

20

30

40

50

60

70

建
設
・
採
掘
の
職
業
（
大
分
類
）

自
動
車
運
転
の
職
業

介
護
関
係
職
種

飲
食
物
調
理
、
接
客
・
給
仕
の
職
業

事
務
的
職
業

そ
の
他

（％）
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求職者全体

○ 非労働力人口は、男性では、55-64歳で大きく減少し、非労働力率も低下。
○ 女性では、すべての年齢層で非労働力率が低下しているものの、子育て層と思われる35-44歳層では
高く、Ｍ字カーブは解消し切れていない。

性別・年齢別非労働力人口（2012年と2017年の比較）

（備考）総務省「労働力調査」により作成。

男性 女性
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○ 我が国の潜在労働力については、2017年時点で、「就業希望の非労働力人口」が369万人存在。この
うち、多くは現役女性（約242万人）であり、そのうち203万人は前職がある。我が国では、多くの潜
在労働力が存在。

○ さらに、就業希望ではないが、「前職がある」現役女性は約549万人程度存在。

我が国の潜在的労働力

働く意欲を持たないが前職がある非労働力女性（2017年）働く意欲を持つ非労働力（2017年）

（備考）総務省「労働力調査」により作成。現役男性・現役女性は、15-64歳以下の者、高齢者は65歳以上の者をさす。

83
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4340
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41

0

100
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300
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計：369万人
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549万人

（歳）

○ 60～64歳層で、雇用確保措置の導入が義務付けられた改正高齢法施行（2006年４月１日）後、就業率が上昇。
○ 65～69歳層は、近年は上昇傾向にある。

就業率の推移

（資料出所）総務省統計局「労働力調査」
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【60歳以降の収入を伴う就労の意向と就労希望年齢】

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

60歳くらいまで
11.8

65歳くらいまで
21.4

70歳くらいまで
23.6

働けるうちはいつまでも
29.5

75歳くらいまで
10.1

76歳以上
2.7

無回答
1.0６５．９％

資料出所：内閣府 「平成25年度 高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（平成25年） （注）60歳以上の男女を対象とした調査（n=1,999）

フルタイムの社員・職員24.2 53.9 15.9
2.9

2.1

0.5

0.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

パートタイム（短時間勤務など）の社員・職員 自営業・個人事業主・フリーラ
ンス（家族従業者を含む）

在宅就労
無回答

その他

【60歳以降の希望する就労形態】

農林漁業（家族従業者を含む）

資料出所：内閣府 「平成25年度高齢期に向けた「備え」に関する意識調査」（平成25年）
（注2） 35～64歳の男女を対象とした調査（n=2,214）。 【60歳以降の希望する就労形態】の対象は35～64歳の男女のうち、60歳以降も収入を伴う就労の意向がある者。

60歳以降の就労希望年齢と就労希望形態
○ 65歳を超えて働きたいと回答した人が約７割を占めている。
○ 60歳以降の希望する就労形態として、パートタイムが最も多い。

27.3

14.5

0 10 20 30 40 50 60 70

収入を伴う仕事をしたい
（続けたい）

就業率
70歳～

【60歳以降の就業率と就労の意向】

65.4

44.3

0 10 20 30 40 50 60 70

収入を伴う仕事をしたい
（続けたい）

就業率
65～69歳

資料出所：総務省「労働力調査」（2017）、内閣府「第8回高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（2015）
（注１）60歳以上の男女（施設入所者は除く。）を対象とした調査（n=1.105）。収入を伴う仕事をしたい（続けたい）割合は男女計の数値。
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45.2 

39.4 
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10.9 

20.7 

12.6 
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2.5 
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0.0
6.9 

1.9 
0.0
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40.0
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70.0

80.0

60～64歳 65～69歳 60～64歳 65～69歳

生活の糧を得るため 健康にいいから いきがい、社会参加のため 頼まれたから
時間に余裕があるから その他 無回答

高齢者の就業理由（男女別、複数回答）

（％）

資料出所： 独立行政法人労働政策研究・研修機構「高年齢者の継続雇用等、就業実態に関する調査」（平成23年）
注1） 複数回答
注2） 60～64歳は雇用者のみの回答（男性 n=1,224、女性 n=865）、65～69歳は自営業者を含む（男性 n=232、女性 n=157）
注3） 平成23年7月現在の就業等の状況に対する意識を尋ねたもの

男性 女性

○ 高年齢者の就業理由は、60代前半では「生活の糧を得るため」が最も多いが、60代後半では
「健康にいいから」「いきがい、社会参加のため」といった割合が増える。
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平成30年「高年齢者の雇用状況」集計結果の概要
平成30年6月1日現在

65歳定年企業は、16.1%（0.8ポイント増加）

２ 66歳以上働ける制度のある企業の状況

（２）65歳定年企業の状況

３ 70歳以上働ける制度のある企業の状況

70歳以上働ける制度のある企業は 25.8%（3.2ポイント増加）

全企業
27.6％

301人以上
21.8％

31～300人
28.2％

（％）

40,515社

定年の引上げ
28,359社

定年制の廃止
4,113社

継続雇用制度の導入
124,135社

〈集計対象〉全国の常時雇用する労働者が31人以上の企業156,989社〈大企業(301人以上規模):16,361社、中小企業(31～300人規模): 140,628社〉

（1）高年齢者雇用確保措置の実施状況

全企業
16.1％

301人以上
9.4％

31～300人
16.8％

※「66歳以上働ける制度のある企業の状況」は本年度から新たに集計したもの。

※「⑤その他の制度で66歳以上まで雇用」とは、希望者全員や基準該当者を66歳以上まで継続雇用する制度は導入していない

が、

企業の実情に応じて何らかの仕組みで66歳以上まで働くことができる制度を導入している場合を指す。

※ 前年度の⑤を除いた合計は特別集計の結果18.8％（本年度は20.4%）。

雇用確保措置の実施企業 99.8％（0.1ポイント増加）

【実施企業156,607社の措置内訳】

25,217社

1,532社

23,685社

43,259社

3,560社

39,699社

１ 65歳までの「高年齢者雇用確保措置※」のある企業の状況

※ 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第９条第１項に基づく、①定年制の廃止、②定年の引上げ、③継続雇用制度

（再雇用制度）の３つの措置をいう。 66歳以上働ける制度のある企業は27.6％

大企業21.8%、中小企業28.2% 

②66歳以上定年 ③希望者全員66歳以上
まで継続雇用

④基準該当者66歳以上まで継続雇用

⑤その他の制度で66歳以上まで雇用

①定年制の廃止

○ 企業における65歳までの雇用確保措置の徹底（実施率99.8％（平成30年６月１日現在））

○ 66歳以上の継続雇用延長・65歳以上の年齢までの定年引上げを行う事業主や、高年齢者にとって働きやすい環境の整備
を行う事業主等に対する助成（「65歳超雇用推進助成金」）

○ 継続雇用延長・定年引き上げ等のためのマニュアルを活用した事業主への相談援助等
○ 65歳以上の高年齢者を雇い入れた事業主に対する助成 （「特定求職者雇用開発助成金（ 生涯現役コース）」）

○ 改正雇用保険法（平成29年１月施行）により65歳以上の雇用者に対して雇用保険を適用
○ 65歳以上の高齢者に対する再就職支援を重点的に行う「生涯現役支援窓口」の増設（180か所→240か所（平成31年度））

○ 「高年齢退職予定者キャリア人材バンク」事業の実施
（（公財）産業雇用安定センターにおいて、高年齢退職予定者のキャリア等の情報を登録し、企業とのマッチングを図る）

○ 初めて中高年齢者を採用する事業主に対する助成（「中途採用等支援助成金（中途採用拡大コース）」（仮称））
○ 起業により中高年齢者等の雇用機会を創出する事業主に対する助成（「中途採用等支援助成金（生涯現役起業支援コース）」
（仮称））

○ 改正高年齢者雇用安定法（平成28年４月施行）による自治体と関係機関からなる協議会の設置を促進するとともに、
同協議会からの提案に基づく高齢者の多様な雇用・就業機会の確保に資する事業を行う「生涯現役促進地域連携
事業」の拡充（49か所→79か所（平成31年度））

○ 改正高年齢者雇用安定法によるシルバー人材センターの就業時間の要件を緩和（週20時間→週40時間）できる仕組みの活用や
、サービス業等の人手不足分野や介護、育児等の現役世代を支える分野において就業機会を提供する取組の強化

高齢者雇用対策の概要
一億総活躍社会を目指す中で、意欲のある高齢者が年齢にかかわりなく働き続けることのできる生涯現役社会の構築が必要。
企業における希望者全員の65歳までの雇用確保の仕組みが整備された中で、今後は、特に65歳以上の高齢者について、多様な形態で
雇用・就業機会を確保していくことが課題。

企業における雇用確保

中高年齢者の再就職支援

地域における多様な雇用・就業機会の確保
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高年齢者雇用制度の概要

○ 60歳未満の定年禁止 （高年齢者雇用安定法８条）

事業主が定年を定める場合は、その定年年齢は60歳以上としなければならない。

○ 65歳までの雇用確保措置 （高年齢者雇用安定法９条）

定年を65歳未満に定めている事業主は、以下のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）を講
じなければならない。

① 65歳まで定年年齢を引き上げ

② 65歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度等）を導入
平成24年度の法改正により、平成25年度以降、制度の適用者は原則として「希望者全員」と
なった。ただし、24年度までに労使協定により制度適用対象者の基準を定めていた場合は、
その基準を適用できる年齢を平成37年度までに段階的に引き上げること（経過措置）が可能。

③ 定年制を廃止

※高年齢者雇用確保措置の実施に係る公共職業安定所の指導を繰り返し受けたにもかかわらず何ら具体的
な取組を行わない企業には勧告書の発出、勧告に従わない場合は企業名の公表を行う場合がある。

※いずれかの措置を会社の制度として導入する義務であり、個々の労働者の雇用義務ではない
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（＋29）

人口減少下の中で誰もが活躍できる社会に向けて
－高年齢者の働き方と活躍のための環境整備①－

我が国では今後、人口の減少が見込まれるが、高年齢者をみると増加が見込まれる。高年齢者には、就業し
ている方々も増加しているが、一方で就業に至っていないものの就業意欲のある方々が313万人と多くいる。
また、60～64歳層、65歳以上の無職世帯は、35～44歳層、34歳以下の勤労者世帯と同程度の消費支出であり、
65歳以上層の勤労者世帯は60歳以上層の無職世帯を上回る消費支出となっており、高年齢者の就労参加は、
労働力の供給制約の緩和に資するのみならず、所得獲得を通じた消費増により経済の好循環にも貢献する。

資料出所 総務省統計局「人口推計」（左図）、「平成24年就業構造基本調査」（左図・中央図）、「家計調査」（2015年） （右図）、
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（左図）より作成
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人口減少下の中で誰もが活躍できる社会に向けて
－高年齢者の働き方と活躍のための環境整備②－

高年齢者は、男女ともに、「現在の仕事を続けたい」という者が８割を超えており、継続雇用に向けた施策
の実施が重要となっている。
一方で、「自分の都合のよい時間に働きたいから」「家計の補助・学費等を得たいから」といった理由で非
正規雇用に就く高年齢者が多く、やりがいを感じつつ就業していただく観点からも柔軟な労働時間設定も必
要である。

資料出所 総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」（左図）、「労働力調査（詳細集計）」（2015年）（右図）より作成
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60歳以上の非正規雇用労働者が現在の雇用形態に就いた

主な理由

人口減少下の中で誰もが活躍できる社会に向けて
－高年齢者の働き方と活躍のための環境整備③－

起業を希望する高年齢者は増加している。
開業動機をみても、「仕事の経験・知識や資格を生かしたかった」「社会の役に立つ仕事がしたかった」
「年齢や性別に関係なく仕事がしたかった」といった回答が多く、高年齢者の起業は職業経験を通じて得た
経験や知識をいかすことや年齢にかかわりなく働けるといった高年齢者のニーズを踏まえたものでもあり、
起業支援施策の実施が必要と考えられる。

資料出所 総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」（左図）、日本政策金融公庫総合研究所「シニア起業家の開業」（2012年）（右図）より作成
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人口減少下の中で誰もが活躍できる社会に向けて
－高年齢者の働き方と活躍のための環境整備④－

高年齢者になっても活躍するためにはどのようなことが必要であるかといった観点から、社会活動と就業の
関係をみると、社会活動を現役時（50～59歳時）に行ったと回答した者の方が、58～67歳時点の就業割合が
高くなっている。
また、能力開発・自己啓発と収入の関係をみると、54～63歳時に能力開発・自己啓発の経験がある方が、１
か月の収入額の平均が高い。
現役時代から、積極的な社会参加を行うことや長時間労働削減を通じた時間の確保や経済的支援の活用によ
り能力開発・自己啓発などを行うことが重要である。

注 厚生労働省「中高年者縦断調査」（第９回調査、2013年）より作成。社会活動の有無は50～59歳（第１回）時点、能力開発・
自己啓発の有無は54～63歳（第５回）時点、仕事の有無、１か月の収入は58～67歳（第９回調査）時点のものである。
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